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本日のセミナーの前提条件
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「診療報酬改定」がテーマ

であるが、診療報酬の専門

家ではないので、医療機関

経営の視点からの発題とし

ます。
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民間の中小病院に関係する

テーマを中心に、組み立て

てあります。
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医療にパラダイムシフトが示唆された改定

• 医療の在り方が劇的に変化
➢「治す」医療から、（退院後の生活を考えた）
「治し支える医療」へ

• 介護・障害サービスとの連携推進、情報共有
➢在宅での医療需要が増加。医療との直接連携がま
すます重要に

➢介護技術の提供範囲の拡大・複雑化への対応

➢「お世話」で支えるから、「活きる」を支えるへ

➢「尊厳」の擁護
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2015年から2065年までの50年の間に
高齢化率：+11.8ポイント 生産年齢人口：△9.3ポイント
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第９回第８次医療計画等に関する検討会 令和４年６月1 5 日
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第９回第８次医療計画等に関する検討会 令和４年６月1 5 日
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第９回第８次医療計画等に関する検討会 令和４年６月1 5 日
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第９回第８次医療計画等に関する検討会 令和４年６月1 5 日

15年で、
2.1倍

患者≒要介護者
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• 欧米諸国の認知症の有病率・発症率低下の要因：疾病管理の改善、健康行動の推進といった生物学
的な要因、社会経済的な要因、知的活動、環境要因の改善

• 日本で認知症が多いのは：糖尿病の増加、西洋風の食事形式の拡大、運動習慣の欠如、急速な高齢
化・長寿の影響、第二次世界大戦後の社会経済的な状況の急激な変化
✓ 社会的孤立によるリスク⇒【対策】地域の社会参加がリスクを下げる

「なぜ日本では認知症有病率・発症率が増加しているのか?」（SOMPO 未来研レポート）をもとに編集
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今後、韓国、シンガポール、タイ、中国で増加



医療・介護関連の計画と今改定の位置づけ

11
医療・介護業界で話題の「2024年度惑星直列」とは? 2023.11.09 ウェルネスの空
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13

令和６年度診療報酬改定 【全体概要版】 厚生労働省保険局医療課令和６年３月５日版

人件費関係：+0.61+0.28＝+0.89％

人件費関係：
+0.98％



14令和６年度診療報酬改定 【全体概要版】 厚生労働省保険局医療課令和６年３月５日版
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賃上げ促進税制の概要

19

くるみん等

賃上げは促進税制と
セットで
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食べることが大切
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23
日経ヘルスケア 2024年4月号
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日経ヘルスケア 2024年4月号
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どうする診療報酬改定

26

• 「これは診療報酬の改定なのか、人

件費改定なのかよく分からない感じ

がしている」

猪口雄二氏

• 項目を把握するだけでなく、組織力

の強化が求められる改定
上村久子氏

• 連携関係は次のステージへ

• 地域、院内、他職種、法人内
中林梓氏



今回の改定の狙い、ポイント

• 賃上げ対応

• 医療DX

• 同時改定

• 入院基本料の引き上げ・通則見直し
➢栄養管理体制

➢ACP

➢身体的拘束

• 初・再診料の引き上げ
➢消費税増税分を除き約20年ぶり
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人件費充当で
逆ザヤも

人件費充当で
逆ザヤも



全体観

• 今回の改定は、ほぼ人件費
➢預り金改定

• 法人は、ほぼスルー

• 「2040年に向けたメッセージを読み取ることが出
来る
➢積極策ならば「福音書」に、消極策では「黙示録」に

• 「カンファレンス」から「連携」へ
➢連携推進法人

✓個人も可
➢「カンファレンス」：顔の付け合わせ
➢「連携」：同じ目的で何事かをしようとするものが、連
絡をとり合ってそれを行うこと。地域、院内、他職種、
法人内連携等

28

処遇改善は入院基本料を上げて「後はそれぞれの病院の経営者の裁量
に委ねるべきではないか」「診療報酬の増額分の使途が決められてい
ることで病院経営者の熱意に水を差すと懸念」（山本修一氏）

日本病院会ニュース 2024.4.10



目次

1. 序章

2. 改定の概要

3. 2040年に向けたメッセージ

4. 地域包括医療病棟と病病連携

5. 介護・障害サービスとの連携

6. 患者への啓発

7. まとめ

29



30
令和６年度診療報酬改定の概要 厚生労働省保険局医療課 令和6年3月5日版
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令和６年度診療報酬改定の概要 厚生労働省保険局医療課 令和6年3月5日版
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救急医療について 中央社会保険医療協議会 総会（第 570 回）令和５年 12 月６日(水）
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令和６年度診療報酬改定の概要 厚生労働省保険局医療課 令和6年3月5日版

自治体の救急隊の救急車は不可



地域包括医療病棟+転院（下り搬送）の活用

• 地域包括医療病棟
➢3,050点/日・日当点5,000点も
➢急性期一般入院料4相当の重症度、医療・看護必要度
➢救急患者受け入れ15％以上
➢同一施設からの受け入れ5％未満

• 転院（下り搬送）の活用
➢三次救急医療機関等に救急搬送された患者について連携する他の
医療機関でも対応が可能と判断する場合に、連携する他の医療機
関に看護師等が同乗の上で転院搬送する場合の評価を新設する。

➢[算定要件]

✓救急外来を受診した患者に対する初期診療を実施し、連携する他の保険
医療機関において入院医療を提供することが適当と判断した上で、当該
他の保険医療機関において入院医療を提供する目的で医師、看護師又は
救急救命士が同乗の上、搬送を行った場合に算定する。

➢[施設基準]

✓救急患者の転院体制について、連携する他の保険医療機関等との間であ
らかじめ協議を行っていること。

34

川下側医療機関
からアプローチ連携室だけではなく、病院長・事務長も営業



目次

1. 序章

2. 改定の概要

3. 2040年に向けたメッセージ

4. 地域包括医療病棟と病病連携

5. 介護・障害サービスとの連携

6. 患者への啓発

7. まとめ

35



36
令和６年度診療報酬改定の概要 厚生労働省保険局医療課 令和6年3月5日版



37令和６年度介護報酬改定の主な事項について
社会保障審議会 介護給付費分科会（第239回）令和６年1月22日
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令和６年度介護報酬改定の主な事項について 厚労省老健局



介護との連携に眼を向けよう

特養など 入所者急変に「協力医療機関」の定め
義務化へ 厚労省

39

厚生労働省は、特別養護老人ホームなどの入所者の体調の急変に
備えて、夜間・休日に相談や診療が可能な医療機関を、施設ごと
に定めることを義務化する方針を固めました。
特別養護老人ホームなどの介護保険施設の多くは、医療が必要に
なった場合に対応してくれる病院を定めていますが、新型コロナ
の感染拡大時には、感染した入所者の受け入れを断られるケース
が相次ぎ、施設内で感染が広がる問題が起きました。
こうした医療機関との連携の課題を解消するため、厚生労働省は、
特別養護老人ホームや介護老人保健施設などの施設に対して、感
染拡大時にかかわらず、入所者の容体急変時に対応してもらう
「協力医療機関」を定めることを義務化する方針を固めました。

NHK 2023年11月15日



「協力医療機関」推進

• 先手を打ち介護施設回りを
➢「協力医療機関になれば入院患者は間違いなく増
え、病床稼働率の改善につながる。中小病院は施設
回りをして、４月、5月に出来るだけ選定の約束を
取り付けるべきだ」
（株）メディヴァ小松大介氏

• 介護施設では、「協力医療機関」の確保に懸念
➢複数の特養などが合同で医療機関と協議しようと
する動きもある
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連携室だけではなく、病院長・事務長も営業
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患者への啓発活動

• 患者負担の上で成り立つ
➢ベースアップ評価料
➢医療DX推進推進体制整備加算

• 長期収載品（先発品）の選定療養費
➢長期収載品処方の場合に後発品との差額の一部（1/4）選
定療養費（自費）

• 医師の働き方改革
➢地域医療体制確保加算

✓施設基準に、医師の時間外・休日労働時間に係る基準を追加す
る。

✓１年間の時間外・休日労働時間が次のとおりでない対象医師が
いる場合において、その理由、改善のための計画を当該保険医
療機関の見やすい場所及びホームページ等に掲示する等の方法
で公開した場合は、その限りでないこと。
 令和６年度においては、1,785時間以下
 令和７年度においては、1,710時間以下

42
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医療にパラダイムシフトが示唆された改定

• 医療の在り方が劇的に変化
➢「治す」医療から、（退院後の生活を考えた）
「治し支える医療」へ

• 介護・障害サービスとの連携推進、情報共有
➢在宅での医療需要が増加。医療との直接連携がま
すます重要に

➢介護技術の提供範囲の拡大・複雑化への対応

➢「お世話」で支えるから、「活きる」を支えるへ

➢「尊厳」の擁護
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46
「保健医療2035」策定懇談会 提言書 厚生労働省 2015.6.9

救命・治癒 機能改善



https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000196352_00012.html


ご清聴ありがとうございました

ご意見・質問等ありましたら、下記アドレスまでお願いいたします。

（公社）日本医業経営コンサルタント協会

東京都支部 理事

外山和也

kazuyatoyama8@gmail.com
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